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安保法案審議 今週山場に 与野党対立激化も
ＮＨＫ　7月13日 4時04分
安全保障関連法案を審議している衆議院の特別委員会は、今週、採決を巡って大きな山場を迎えます。与党側は、１３日に中央公聴会を終えれば、採決に向けた環境は整うとして、１５日にも委員会で採決する構えなのに対し、民主党などは今週中の採決は認められないとしており、与野党が激しく対立することが予想されます。
安全保障関連法案を審議している衆議院の特別委員会は、１３日午前、中央公聴会を開き、５人の公述人から意見を聞いたあと、午後は政府案に加え、民主党と維新の党が提出した対案などに対する質疑を行うことになっています。
　与党側は、中央公聴会を終えれば、採決に向けた環境は整うとして、１５日に委員会で採決し、１６日にも衆議院通過を図る構えを崩しておらず、自民党の二階総務会長も１２日、「審議時間を見ても、審議の内容を判断しても、今月１５日、１６日辺りが落ち着き先だろう」と述べました。
　ただ、与党側は「強引な国会運営という批判を避けるためにも、できるだけ多くの党が出席するなかでの採決が望ましい」として、維新の党との対案に関する２回目の協議を、１４日に、時間をかけて行う方針で、野党側にできるだけ丁寧に対応する考えです。
　これに対して、民主党の岡田代表は１２日、「憲法学者らが違憲だと言い、若者たちが国会を取り囲むなどしているなかで、強行採決するのは、前代未聞で、絶対に許されない」と述べたほか、維新の党の松野代表も「対案の審議はまだ１日だけで、もし１５日の採決になれば、性急すぎるので、欠席の可能性は大いにある」と述べ、与党側を強くけん制しました。
　民主党や維新の党など野党５党は、今週中の採決は認められないとして、連携して対応する方針です。
　このため安全保障関連法案の審議は、今週、採決を巡って大きな山場を迎え、与野党が激しく対立することが予想されます。 

安保法案、攻防大詰め…特別委採決１５日目指す
読売新聞　　2015年07月12日 15時45分


　安全保障関連法案は、５月から始まった衆院平和安全法制特別委員会での審議時間が約１０３時間となった。
　採決日程を巡る与野党の攻防は、週明けに最終局面を迎える。
　政府・与党では「１５日の特別委採決、１６日の本会議採決・衆院通過」を目指すべきだとの声が強まっている。安倍首相は１１日、視察先の宮城県南三陸町で記者団に「相当論点は整理されている。決めるべき時には決めるということではないか」と述べ、採決の環境が整ったとの認識を強調した。自民党の二階総務会長は和歌山市で記者団に、１５日の特別委採決の可能性に触れ、「それを目安に１日か２日ずれるかだ」と語った。
　関連法案の審議時間は、衆院事務局の過去４０年の記録によると、社会保障・税一体改革関連法、政治改革関連法、郵政民営化関連法などに次いで、５番目に長い。安保関連法案は１３日の一般質疑などを終えると、改正教育基本法を抜いて４番目となる。自民党からは「衆院解散につながった法律などと同程度審議したのだから、もう十分だ」（幹部）との声が出ている。
2015年07月12日 15時45分 Copyright © The Yomiuri Shimbun 
維新代表、１５日採決なら欠席も＝安保法案、民主は「強行許さぬ」
維新の党の松野頼久代表は１２日、政府・与党が安全保障関連法案を１５日の衆院平和安全法制特別委員会で採決する構えを見せていることについて「あまりにも性急過ぎる。（委員会を）欠席する可能性は大いにある」と述べた。富山県南砺市で記者団の質問に答えた。
　松野氏はまた、安保法案をめぐる与党との修正協議について「（政府案の）根幹の部分を変えてくるなら話は別だが、変えないのではないか」と語り、合意の可能性は低いとの認識を示した。
　民主党の岡田克也代表は青森市で講演し、安保法案の国会審議について「今週がヤマ場だと言われているが、とんでもない。強行採決は絶対許されない」と述べ、週内の採決を阻止する考えを強調した。　（時事2015/07/12-18:54）
松野代表 修正なければ採決難しい
ＮＨＫ　7月12日 18時24分
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維新の党の松野代表は富山県南砺市で記者団に対し、政府・与党が安全保障関連法案を今週１５日にも、衆議院の特別委員会で採決する構えを見せていることについて、維新の党の対案を踏まえて、法案を大幅に修正しない限り、採決に応じるのは難しいという考えを示しました。
この中で、維新の党の松野代表は、政府・与党が安全保障関連法案を今週１５日に衆議院の特別委員会で採決し、翌１６日にも衆議院通過を図る構えをみせていることについて「われわれの対案を審議したのはまだ１日だけだ。本当に苦労して、相当いい案ができたと思っているので、しっかり審議してもらいたい。もし１５日の採決ということであれば、あまりにも性急すぎるので、欠席する可能性は大いにある」と述べました。
　そのうえで松野氏は「地球の裏側まで行って、武力行使をしようとしている政府の案と、われわれの案との違いは大きく、それが合憲か違憲かの境目だと思う。われわれの案の根幹を飲んでくれるのであれば、違う判断もあるかもしれないが、そうした根幹の所を変えてこない限り、歩み寄りはありえないと思う」と述べ、維新の党の対案を踏まえて、法案を大幅に修正しない限り、採決に応じるのは難しいという考えを示しました。 

１５日採決許されず―民主岡田氏　安保法案、発言相次ぐ
　民主党の岡田克也代表は１２日、青森市で講演し、与党が衆院平和安全法制特別委員会で１５日に安全保障関連法案の採決を目指していることについて「前代未聞で、絶対に許されない」と批判した。安保法案の採決をめぐる与野党幹部の発言が相次いだ。
　岡田氏は講演で「大事なことは野党が結束して反対することだ」と強調した。「決めるべき時には決める」とした安倍晋三首相の国会答弁について、記者団に「決めるべき時というのは国民が理解した時だ。理解に苦しむ」と指摘した。
　維新の党の松野頼久代表は富山県南砺市での講演で「１５日に採決するならば、採決には加わらない」と重ねて表明。2015/07/12 19:56   【共同通信】
岡田代表 安保法案採決阻止に全力
ＮＨＫ　7月12日 16時27分
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民主党の岡田代表は青森市で講演し、政府・与党が安全保障関連法案を今週１５日にも、衆議院の特別委員会で採決する構えを見せていることについて「前代未聞であり、絶対に許されない」と述べ、野党の結束を図って、採決の阻止に全力を挙げる考えを強調しました。
この中で民主党の岡田代表は、政府・与党が安全保障関連法案を今週１５日に衆議院の特別委員会で採決し、翌１６日にも衆議院通過を図る構えをみせていることについて「今週が山場だと言われているが、私はとんでもないことだと思っている。憲法学者や内閣法制局の長官経験者らが違憲だと言い、若者たちが国会を取り囲み、多くの人が説明不足だと言っている中で、強行採決するということは前代未聞であり、絶対に許されない」と述べました。そのうえで、岡田氏は「大事なのは、野党が結束して反対していくことだ。月を追って、国民の反対の声が高まり、関心が高まっているので、長い国会の会期を生かし切って、戦っていかなければならず、まずは衆議院で採決させないように頑張ることが必要だ」と述べ、野党の結束を図って、採決の阻止に全力を挙げる考えを強調しました。 

来週に安保法案採決　二階氏 

日経新聞　2015/7/11 20:26

　自民党の二階俊博総務会長は11日、和歌山市内の党会合で、衆院平和安全法制特別委員会で審議している安全保障関連法案について「いよいよ衆院で採決する運びだ。週が明ければ重大な局面を迎える」と述べた。この後、記者団に15日の委員会採決の可能性を尋ねられると「それを目安にして１日、２日ずれるかだ」と指摘した。
安保法案：国会承認歯止め　骨抜きも
毎日新聞　2015年07月12日　10時30分（最終更新　07月12日　11時57分）


衆院平和安全法制特別委員会で民主党の岡田克也代表（左下）の質問に答える安倍晋三首相（右端）＝国会内で２０１５年７月１０日、長谷川直亮撮影
　安全保障関連法案に盛り込まれた自衛隊海外派遣の「国会承認」は、戦争への歯止めとなるのか。法案の衆院審議は大詰めだが、議論が尽くされたとは言い難い。欧米諸国では、海外派遣の政府判断に対し議会が関与を強める流れにある。日本では特定秘密保護法の影響もあり、逆に国会の権限が骨抜きにされ、「追認」に堕す懸念が現実味を帯びている。【日下部聡、樋岡徹也】
　「国会承認などの厳しい歯止めがあります」
　安保法制をＰＲする自民党のパンフレットは、集団的自衛権で武力行使を認める際の「新３要件」とともに「国会承認」をうたう。しかし、その実効性を巡る与野党の議論は、まったく深まっていない。
　歯止めとなるかの分かれ目は、承認・不承認を判断するために十分な情報を、政府が国会に開示するかどうかにかかっている。そこに、特定秘密保護法が影を落とす。
　安保関連法案では、日本の存立が脅かされる事態（存立危機事態）などで自衛隊を派遣する際、政府は国会に「事態」への「対処基本方針」を示すことになっている。中谷元・防衛相は１日、安保法制の特別委員会で、「事態」認定の根拠となる事実に特定秘密が含まれる可能性を認めた。
　過去の自衛隊イラク派遣で政府が国会に示した「基本計画」に特定秘密保護法を当てはめると、派遣の地域や部隊の規模、装備（武器）などを秘密指定することが理論上は可能だ。
　国会職員出身の武蔵勝宏・同志社大教授（立法政策過程論）は「派遣の詳細な情報を全議員に提供し、派遣中止の議決権も国会に与えるよう安保関連法案を修正すべきだ」と提言する。
　国会承認の実効性が疑問視されるもう一つの理由は、承認を判断するタイミングだ。
　派遣の前か、後か。事前承認なら計画段階から妥当性を議論でき、政府が必要な情報をきちんと出さない場合には「不承認」で対抗できる。事後承認ではそれが極めて難しい。
　１０の法律を改正する法案と新法案１本からなる安保法案で、事後承認を認めないのは新法案の「国際平和支援法案」のみ。国連決議を受けて国際紛争で他国軍を支援するための立法で、与党協議の際、公明党が自民党を押し切り「例外なき事前承認」の規定を入れさせた。それ以外の法案は、緊急時の例外的な事後承認を認めている。
　衆院特別委で国会承認の問題を質問した木内孝胤議員（維新）は、取材に「政府が勝手に『緊急』を定義するかもしれない。自衛隊が派遣された後に（国会の不承認で）戻すのは事実上難しい」と話す。
　欧米各国では、軍の海外派遣に対する議会のブレーキが強化されている。
　最も厳格とされるのは、日本と同様に第二次世界大戦の経験から海外派遣に慎重だったドイツだ。「議会の同意があれば、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）域外への軍派遣は合憲」とする１９９４年の連邦憲法裁判所判決を機に、２００５年に連邦議会による承認が法制化された。派遣の際に出す議案に部隊の能力から予算まで詳しく記すよう政府に義務づけ、議会側は承認を撤回する権限も持つ。
　オランダ政府は議会の要請を受けて０１年、派遣の検討段階から情報を提供し、説明する指針を設けた。
　米国の歴代大統領は武力行使に議会の承認を不要としてきた。しかし、オバマ大統領は１３年、シリア攻撃の承認を議会にあえて求めた（攻撃は行われず）。
　このシリア攻撃については、伝統的に首相の決断を追認してきた英国議会が、政府の提出した容認動議を否決し、世界に衝撃を与えた。イラク戦争に参加し、多数の犠牲を生んだことへの国民の不信感が背景にあったとされる。
基地集中 那覇で参考人質疑　「沖縄標的に」懸念相次ぐ
東京新聞　2015年7月12日 朝刊
　安全保障関連法案に関する衆院特別委員会は、地方では初めての参考人質疑を六日、那覇市とさいたま市で開いた。那覇市では、他国を武力で守る集団的自衛権の行使容認を柱とした安保法案が成立すれば、在日米軍基地が集中する沖縄にとってさらなる負担増となり、攻撃の的にもなりかねないと懸念が相次いだ。　（後藤孝好）
　七十年前、先の大戦で地上戦に巻き込まれ、県民の四人に一人が命を落とした沖縄。野党推薦の参考人は、悲惨な歴史を踏まえ、沖縄が再び戦場になることへの不安を訴えた。
　稲嶺進名護市長は「他国の紛争に巻き込まれ、米軍基地が集中する沖縄が『いの一番』に標的にされる」と強調。「七十年前の二の舞いになることは火を見るより明らかだ。沖縄はまた捨て石にされる」と、法案の撤回を要求した。
　与党推薦の参考人も、法案に賛成しつつも慎重な審議を要求。古謝景春南城（こじゃけいしゅんなんじょう）市長は「市民の多くも、この法律改正が必要か分からないのが実情だ」、中山義隆石垣市長も「法案への国民の理解が深まっているとは思えない」と、それぞれ訴えた。
　集団的自衛権の行使容認や他国軍への支援拡大で、自衛隊と米軍の軍事的な連携が強化されれば、米軍基地を抱える沖縄は最も影響を受ける可能性がある。その不安の声に対し、菅義偉（すがよしひで）官房長官は八日の特別委で「日米同盟の抑止力が高まり、沖縄をはじめ全体で攻撃を受ける可能性は少なくなる」と反論した。
日豪、進む「準同盟」化　自衛隊、米豪演習に初参加
朝日新聞デジタル　郷富佐子＝フォッグベイ、佐藤武嗣＝ワシントン、二階堂勇　2015年7月12日05時12分
　日本の自衛隊が１１日、米国と豪州が行った大規模な合同軍事演習に初めて参加した。日米豪の連携を重視する米国の意向を受けたものだ。日本は豪州と潜水艦などの武器技術で協力し、国会で審議中の安全保障法制では連携できる範囲を広げるなど「準同盟国」（日本政府関係者）とも言える関係を深めている。日本と豪州との軍事的な関係は新たな段階に入っている。

米豪合同軍事演習「タリスマン・セーバー２０１５」で１１日、偵察ボートを使った上陸訓練に参加した自衛隊員＝オーストラリア北部準州フォッグベイ、郷富佐子撮影













　オーストラリアの首都キャンベラから北西へ約３２００キロの北部準州フォッグベイ。２年に１度、米豪両軍から３万人以上が参加する合同軍事演習「タリスマン・セーバー２０１５」で１１日、日米豪の３カ国による上陸訓練が行われた。米豪の大規模な軍事演習は今回で６回目だが、日本の自衛隊の参加は初めてだ。
　背景には、米国の軍事戦略がある。米国は「日米豪」の連携強化をアジア太平洋地域を重視する政策（リバランス）の柱に据える。中国に対抗するため、二国間の防衛協力で「線」をつなぐとともに、「日米豪」を軸に連携を「面」に広げる戦略を描いている。
　自衛隊の初参加で「日豪の安保が新しい局面に入った」とみるのは、豪ニューサウスウェールズ大のアラン・デュポン教授（国際戦略）だ。日豪は米国を挟んだ「あいまいな友人」から、機密を共有する明確な「盟友」になったと指摘。同教授は中国の台頭や、米軍事予算の削減からくる「自立」の必要性などの理由を挙げたうえで「その集大成が両国の潜水艦技術の協力だ」と話す。
　豪州は、老朽化した潜水艦６隻の代替として最大１２隻を導入する計画を進めている。豪州は、共同開発・生産の交渉相手を日独仏３カ国に絞り、日本が有力視されている。
安保法案：隠された米艦給油　懸念される特定秘密保護法
毎日新聞　2015年07月12日　14時30分
　特定秘密保護法がなかった過去の自衛隊派遣でも、国会による政府監視が秘密の壁に阻まれ、難航した例がある。海上自衛隊の「燃料転用疑惑」だ。
　米国などによるアフガニスタンやパキスタンでの対テロ作戦の支援で、海上自衛隊は２００１〜１０年、テロ対策特別措置法などに基づきインド洋で他国艦船への給油活動を行った。ところが０３年、無関係なイラクでの作戦に参加していた米空母キティホークが、海自補給艦から間接的に給油を受けたことを米海軍司令官が記者会見で明かした。特措法の逸脱だとして野党は追及したが、政府は否定。一度は沙汰やみとなった。
　ところが４年後の０７年９月、横浜市の市民団体「ピースデポ」が米国の情報公開法で入手した米艦記録の分析結果を公表した。
　キティホークは政府の説明よりはるかに多い給油を受け、アフガンから遠いペルシャ湾奥まで入っていたことが分かり、疑惑が深まった。
　野党の激しい追及に、防衛省は給油量の誤りを隠していたことを認め、当時の福田内閣は、さまざまな防衛関連情報を公開せざるを得なくなった。
　「米国は手書きの航海日誌など１次資料も出してきた。日本と違って『政府の情報は国民のもの』という考え方が浸透している」と、ピースデポの湯浅一郎副代表は話す。防衛省にも補給艦の航海日誌を開示請求したが、読めたのは表紙だけで、中身はすべて黒く塗りつぶされ、船の位置すら分からなかったという。
　「政府は、安保法案の前に特措法をまず総括すべきなのに、何もしていない。特定秘密保護法を考えるとますます情報を出さなくなる可能性がある」と湯浅氏は懸念する。
長崎平和宣言：「安保法案の慎重審議を」起草委文案
毎日新聞　2015年07月11日　11時37分（最終更新　07月11日　12時03分）
　長崎原爆の日（８月９日）に長崎市の田上富久市長が読み上げる平和宣言の起草委員会の最終会合が１１日、同市の原爆資料館であった。市は、憲法の平和理念を重く受け止め、安倍晋三政権が成立を目指す安全保障関連法案の慎重審議を求める内容を盛り込んだ文案を提示した。
　文案では、憲法の平和理念は被爆、戦争の体験と反省から生まれたとして、堅持する必要性を強調。安保法案について国民への丁寧な説明も求めた。６月の第２回起草委で示された素案には安保法案に関する文言が盛り込まれておらず、委員からは明確なメッセージを盛り込むよう求める意見が出ていた。
　委員からはさらに踏み込んで、安保法案への強い懸念を示すべきだという意見が相次いだ。被爆者の朝長万左男・核兵器廃絶地球市民長崎集会実行委員長は「『戦争をしない』という憲法の平和理念が揺らいでいると指摘すべきだ」と強調した。
　また、梅林宏道・長崎大核兵器廃絶研究センター客員教授は「多くの憲法学者が安保法案を憲法違反と言っている。その中で十分な議論がされないまま法案が通ってしまうことに強い不安と懸念を示すべきだ」と述べた。別の委員からも「集団的自衛権の行使容認は立憲主義の瓦解につながる。立憲主義の大切さを強調してほしい」との意見が出た。
　今年の起草委は委員長を務める田上市長のほか、被爆者団体代表や学者ら１５人で構成。これまでの３回の議論を踏まえて、田上市長が宣言文を決定する。
　昨年の長崎市平和宣言は集団的自衛権の議論に触れ、「日本国憲法に込められた『戦争をしない』という誓いは、被爆国日本、被爆地長崎の原点」と強調。日本政府に対し、「その平和の原点が揺らいでいるのではないかという不安と懸念の声に、真摯に向き合うこと」を求めた。
　起草委を巡っては、昨年まで改憲や集団的自衛権の行使容認に強く反対した一部委員が、今年は再任されなかった。長崎市では、被爆者らでつくる市民団体がシンポジウムなどを開いて、委員の不再任に抗議。「安保法案反対」の明確なメッセージを盛り込むよう求める動きなどが出ている。
　広島市は、被爆者や有識者ら１０人が委員を務める懇談会（座長は松井一実市長）で平和宣言に盛り込む内容について意見交換しており、２１日に開かれる会合で今年の宣言案を示す予定だ。
　１日にあった会合では、安全保障関連法案を巡る動きに言及するよう求める意見はなく、松井市長も「世界に向けてのメッセージを発信する場で、我が国の中だけの話を取り上げることにはならないと思う」と述べていた。
　広島市は昨夏の集団的自衛権の行使容認の閣議決定についても、平和宣言で直接、触れなかった。【樋口岳大、大平明日香、加藤小夜】
長崎平和宣言案　安保法案に言及　「憲法の平和理念忘れず慎重審議を」
東京新聞　2015年7月11日 夕刊
　長崎市は十一日、八月九日の長崎原爆の日に田上富久（たうえとみひさ）市長が読み上げる平和宣言文起草委員会の最終会合を開いた。市は提示した文案で、国会での審議が続く安保法案について「戦争をしないという憲法の平和理念を忘れず、慎重な審議と国民への丁寧な説明を求める」と言及した。
　起草委では、多くの憲法学者が法案を違憲と指摘したことを受け、被爆者や有識者などの複数の委員から「『集団的自衛権』と具体的に指摘し、立憲主義の大切さを強調して」「法案に強い危機感を表明すべきだ」などの意見が相次いだ。
　田上市長は起草委終了後、報道陣に「安保（法案）についてはいろいろな意見があった。実際に文章としてどうするか、表現などを推敲（すいこう）したい」と話した。
　委員による議論は終了し、市は月末までに宣言文をまとめる。
「まじ おかしい」が原動力　ＳＥＡＬＤｓ １５日に緊急デモ
東京新聞　2015年7月12日 朝刊
　安全保障関連法案に反対し、世代を超えて共感を集める大学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（自由と民主主義のための学生緊急行動、シールズ）」の前身の活動は、友人同士の十人ほどの呼び掛けから始まった。　
　中心メンバーの一人、明治学院大の奥田愛基（あき）さん（２３）は「そのデモに一万五千もの人が来るようになった。憲法違反の法案、まじでおかしいってみんな怒っているんだと思う」と受け止める。
　十日夜、国会正門前。「民主主義が終わってるなら、始めるしかない。強行採決とかしたら許さない」。車道にあふれるほどの若者らの中、デモを引っ張る奥田さんがマイクで叫んだ。
　普段の奥田さんはヒップホップ音楽と映画鑑賞、デザインが好きな青年だ。ゼミでは政治学を学ぶ。二〇一三年に成立した特定秘密保護法への危機感をきっかけに、大学を超えた仲間と勉強会やデモを始めた。
　安保法制に反対する金曜の抗議行動は六月からで、参加者は、回を重ねるごとに増えていった。審議がヤマ場を迎える十五日には、緊急デモの開催も決めた。
 

	国会前で抗議行動をする奥田愛基さん＝１０日、東京・永田町で
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　メンバーの多くは、十代後半から二十代前半の若者。大学はばらばらで、学業やアルバイトの合間を縫って活動し、全員参加の無料通信アプリＬＩＮＥ（ライン）で連絡を取り合う。
　個人の意見を大切にし、代表を置いていない。「副司令官」と呼ばれる中心メンバーらが方針を考え、十以上の班と連携。金曜日の抗議行動を担う「デモ班」や、カメラを回して配信する「映像班」がある。フライヤー（英語でチラシの意味）などは、美大生も加わる「デザイン班」が作る。
　「弁論部にいるけれど、語るだけじゃだめ。行動しなくちゃと思った」と話すのは慶応大三年の男性。法政大三年の女性も、「原発に意識を持ったのがきっかけで、安保法案もやばいんじゃないのって」と加わった。
　ＳＥＡＬＤｓのデモの特徴の一つが、抑揚をつけた速いコール。「民主主義って、なんだ」「なんだ！」という特徴的な掛け合いは、ラッパーとしても活動する明治学院大の牛田悦正（よしまさ）さん（２２）が、海外のデモを参考に考えた。
　牛田さんは、自民党の改憲草案を読んだ三年前、「国民を縛る内容」と違和感を持った。叫び続けるのは「むかついているから」だ。「勝手に決めるな！」「国民なめんな」。短く刻んだ言葉に、集まった人たちの思いを乗せている。
安保法案「反対」が９５％超　大阪、２千人が市民投票
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　大阪市の市民団体が実施した、安全保障関連法案への賛否を問う「市民投票」の開票作業＝１２日午後、大阪市
　国会審議中の安全保障関連法案に対する賛否を問う「市民投票」を大阪市の市民団体が実施し、開票結果が１２日、発表された。投票総数２５１６票のうち、反対が２４０９票で９５％超に上った。賛成は４％弱の９２票で、残る１５票は無効だった。
　投票は「平和と民主主義をともにつくる会・大阪」が主催し、１２日に大阪市内で開いた集会で結果を報告した。安倍晋三首相や国会にも文書で届ける予定という。
　３日間の「期日前投票」のほか、４～１１日の８日間、大阪市内に投票箱を設置して年齢や国籍を問わずに参加を呼び掛け、賛成の場合は「〇」、反対なら「×」を書いてもらう方式で実施した。
2015/07/12 17:26   【共同通信】
安保関連法案の「廃案」訴え　大阪・ミナミに６００人
朝日新聞デジタル　2015年7月13日00時20分

緊急アピールに集まった約６００人＝１２日午後、大阪市中央区



　大阪市中央区の高島屋大阪店前で１２日、安全保障関連法案に反対する「今すぐ廃案『戦争法案』緊急アピール」があった。与党が１５日にも衆院特別委員会での採決を目指すなか、市民団体「民主主義と生活を守る有志（ＳＡＤＬ）」が呼びかけた。約６００人（団体発表）が集まった。
　ＳＡＤＬは関西に住む会社員や自営業、フリーターなど１０～４０歳代の２０人。メンバーの一人は「この国がどこへ向かおうとしているのかを心配しています。勝手に憲法の解釈を変えるのは許せない。一緒に声を上げましょう」と訴えた。
　２歳の長男と５カ月の長女がいる大阪府

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/枚方市.html" \o "枚方市のトピックスを開く"枚方市の主婦（３１）は「子どもが自衛隊員にならないとは限らない。戦争に巻き込まれるかもしれないと思うと、無関係な話ではない」。大阪府

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/高槻市.html" \o "高槻市のトピックスを開く"高槻市の無職、竹山美智子さん（６１）は「日本の立ち位置がガラッと変わる問題。若い人たちが、戦争に巻き込まれる危機感を持っていることが伝わってきた」と話した。
賛成派「安保法案成立させるぞ」　官邸周辺で集会
　集団的自衛権の行使を含む新たな安全保障関連法案に賛成する保守系政治団体「頑張れ日本！全国行動委員会」は１２日、首相官邸周辺で集会を開き、参加者約７５０人（主催者発表）が「安保法案を成立させるぞ」などとシュプレヒコールを上げた。
　「日本を守る」「安保法制断固推進」などと書かれたプラカードを首から下げた参加者は、日の丸を掲げながら、首相官邸から国会議事堂まで徒歩で移動した。
　長女（１９）と三女（４）とともに駆け付けた愛知県新城市の会社員梅岡千恵子さん（４２）は「今の憲法や法律は、国を守っている自衛隊の手足を縛っている」と法案成立の必要性を訴えた。
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　日の丸を掲げ、国会議事堂前の横断歩道を渡る、新たな安保法案に賛成する集会参加者＝１２日午後
2015/07/12 19:42   【共同通信】
自民「違憲」批判ショック　憲法審査会ブレーキ
東京新聞　2015年7月12日 朝刊
　衆院憲法審査会の審議がストップしている。先月の審査会で、自民党推薦を含む参考人の憲法学者三人全員がそろって安全保障関連法案を「違憲」と批判したため、党執行部が安保法案審議への影響を懸念して、審査会開催にブレーキをかけたからだ。憲法解釈の変更で集団的自衛権の行使を可能にする安保法案の今国会成立を目指すと同時に、改憲に向けた審議も急ぐ両にらみの国会運営は進んでいない。　（大杉はるか）
　六月四日の審査会で、参考人として出席した自民推薦の長谷部恭男・早稲田大教授のほか、民主推薦の小林節・慶応大名誉教授、維新推薦の笹田栄司・早稲田大教授の三氏全員が安保法案を「違憲」と指摘。法案の問題点がさらに鮮明になった。
　自民党執行部は、審査会の審議に関し「安保法案に影響のないやり方をしてほしい」（佐藤勉国対委員長）と求めた。審査会幹事を務める船田元・党憲法改正推進本部長は「審査会はしばらく休む予定だ」と明言。その時点で開催が決まっていた六月十五日の地方公聴会を最後に、審査会は開かれていない。
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　昨年末の衆院選で、与党は衆院での改憲発議に必要な三分の二以上の議席を維持した。自民党は緊急事態条項や環境権の新設に絞った改憲なら各党の賛同を得やすいとみて、審査会の審議を急ごうとした。来年夏の参院選で、次世代などを含めた改憲勢力で三分の二以上の議席を参院でも確保して最初の改憲を実現し、二回目以降の改憲で九条見直しを視野に入れる。
　これに対し、審査会委員がいる党のうち、民主党は「安倍晋三首相の下での憲法論議は危ない」（岡田克也代表）と慎重。護憲を掲げる共産党は審議自体に反対で、公明党も審議を急いでいなかった。
　一方、世論の反対にもかかわらず、政府は五月に安保法案を国会に提出した。首相は提出に先立つ訪米時に「この夏までに成立させる」と表明。「国会無視だ」と野党が反発する中、法案審議が始まった。法案をめぐる与野党対立の余波が、審査会に及ぶのは時間の問題だった。
　参考人の違憲発言で当面は審査会を開けなくなり、首相周辺は「安保法案と改憲を同時に進めようとして、改憲スケジュールに影響が出てしまった」と悔やむ。自民党に改憲論議をせかされていた公明党幹部は「改憲、改憲と急ぐから、回り道する結果になるんだ」と皮肉った。
　＜憲法審査会＞　憲法に関する総合的な調査や改正原案を審査する国会の機関。憲法改正手続きを定めた国民投票法に基づき２００７年８月、衆参両院に設置された。委員数は衆院５０人、参院４５人で、各党の議席に基づき配分される。１１年１１月から実質的な審議が始まり、現在は改正が必要と主張する項目などをめぐる議論に入っている。改憲原案が提出された場合、両院の憲法審査会が審査後、両院でそれぞれ総議員の３分の２以上が賛成すれば６０～１８０日の間に国民投票が実施される。
